
=平均給与×(Ｂ) 千円 1,633 1,616 1,616 1,633

臨時職員賃金等(Ｃ') 千円 0 0 0 0

総コスト(Ｄ)=(Ａ)+(Ｃ)+(Ｃ') 千円 3,456 2,803 2,803 2,820

単位当たりコスト
千円

(Ｅ)=(Ｄ)/(登録団体件数 ) 165 56 44 0

活動等指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

評
価
指
標
の
設
定

①登録団体件数 実績値 団体 21 50 64

② 実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

成果指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

一
次

目標値 件 10,000 12,000 14,000
サイトアクセス件数

実績値 件 12,694 12,041

二
次

目標値

実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

サイトアクセス件数はトップページアクセス件数。

利用者アンケートは行っていないが操作が簡単で、年齢を問わず利用できて便利であると

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見 いう意見が多い。

(アンケート結果など)

多摩26市中、本市を含む5市（武蔵野市、東久留米市、府中市、多摩市、西
■ 上

都内26市のサービス水準との比較 東京市）に同様の市民活動情報検索サイトがある。他市と比較しても市民活
□ 中

(平均値、本市の順位など) 動情報検索サイトがある市は5市のみとなるため、サービス水準は高いと考
□ 下

えられる。

代替・類似サービスの有無
□ 有 代替・類似サービスはない。

■ 無

事務事業評価シート(事後評価)
事業コード事務事業名地域活動情報ステーションの活用 所管部課 生活文化スポーツ部

07-04-04 協働コミュニティ課

施策コード施策名 施策目標

協1-2
責任をもって主体的にまちづくりに参画する市民や団体と行政が、お互いに理解を深め、

協働のまちづくりの推進 それぞれの長所を活かしながら力を出し合い、協働でまちづくりを進めることをめざしま

す。

事務事業の目的 根拠法令等

事
務
事
業
の
概
要

市内の市民活動団体の活動情報や関連情報の集約を図り、市民、市民活動団体、行政、その他関連機関をネット □法律

ワーク化し、市民活動が円滑に進むための環境を整備する。 □条例・規則

□政令・省令

□要綱・要領

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要(団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等)、補助金の概要(国・

都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額)等　※該当する予算事業名・節目を明記する

地域活動情報ステーションとは、市内の市民活動団体情報の一元的な提供を行うために開設・運営しているホームページで、

ＮＰＯ法人や、ボランティア団体、文化・スポーツサークル等様々な団体が登録して利用することができる。登録団体は、団

体専用ページを持つことができ、自分たちで操作・掲載をすることが可能で、活動情報をタイムリーに受発信できる。市では

、ページの広報や操作説明会、団体登録及び掲載記事の内容確認・承認などの管理を行っている。

事業開始時期 20 年度 実施形態 ■ 直営 □ 委託 □ 補助 □ その他 ( )

項　目 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

事
業
費
デ
｜
タ

事業費(Ａ) 1,823 1,187 1,187 1,187

財
源
内
訳

国庫支出金・都支出金 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 ( ) 0 0 0 0

一般財源 1,823 1,187 1,187 1,187

所要人員(Ｂ) 人 0.2 0.2 0.2 0.2

人件費(Ｃ)
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ド施策名 施策目標

協1-2
責任をもって主体的にまちづくりに参画する市民や団体と行政が、お互いに理解を深め、

協働のまちづくりの推進 それぞれの長所を活かしながら力を出し合い、協働でまちづくりを進めることをめざしま

す。

【一次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 一次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　市民活動等への市民参加促進を図るため、情報発信をする媒体として有効である

(緊急性) □拡充 と考えられる。専門知識なく若年層から高齢者まで誰でも簡単に利用でき、サイト

管理者に操作や掲載を依頼する必要がなく、市民自らが操作や掲載を行うことが可事業の
3Ａ 能である。

必要性 ■継続実施 　また、震災等の影響で地域コミュニティの重要性が再認識されている中、自治会
事業主体の

2
・町内会も登録できることから、近隣の自治会・町内会等の関係団体同士を結びつ

妥当性 けるツールとしても有効である。更に地域の情報を収集する手段として有効で、且
□改善・見直し

つ、災害時も地域の連絡手段としても活用できるため、事業の必要性は高いと思わ直接のサービス
2 れる。

の相手方
　一方で、アクセス件数や登録団体数が伸び悩んでおり、広報等でＰＲを積極的に□抜本的見直し

事業内容等の
2

行い、登録団体の確保や様々な市民活動団体の情報を提供できるように整備する必
Ｂ

適切さ 要がある。

□休止受益者負担の
2

適切さ

市民ニーズの □廃止
2Ｃ

把握

検証項目の見方　Ａ:事業実施の意義を検証する項目　Ｂ:事業の内容・実施方法を検証する項目　Ｃ:市民ニーズの反映度を検証する項目

【二次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 二次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の
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2
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